
【第 1号報告】 

 1 

一般社団法人防災教育普及協会 

2015 年度（平成 27 年度）事業報告書 
（平成 27 年 4 月 1 日～平成 28 年 3 月 31 日） 

 

 平成 27 年度、防災教育普及協会は会の目的である防災教育の普及、継続を図るため、組

織運営基盤の整備に取り組みました。 

  

防災教育の国内外への普及に関する事業では、教育委員会や学校等からの講師派遣依頼に

積極的に対応し、各地で講演・研修を行いました。また、防災教育チャレンジプラン実行委

員会と連携し「防災教育チャレンジプラン」実行委員会事務局を担うとともに、「防災教育

交流フォーラム」を開催し、防災教育実践団体の支援や防災教育に関わる団体・人材の交流

の場を設け、防災教育の普及啓発に取り組みました。 

 

防災教育教材・プログラムの開発、検証に関する事業では、防災教育チャレンジプラン実

行委員会、内閣府（防災担当）が作成した「地域における防災教育の実践に関する手引」冊

子の作成について公益財団法人日本法制学会に企画提案し、作成された冊子を同法人の協力

を得て、無償で配布しています。 

 

防災教育に関する調査研究に関する事業では、専門的な知見と科学的な根拠に基づく防災

教育を普及していくため、日本安全教育学会の事業に協力しました。 

 

防災教育指導者の育成支援に関する事業では、防災教育チャレンジプラン実行委員会と連

携し「防災教育実務者セミナー2015」を開催し、防災教育に関心のある防災関係機関や教職

員等に対して、防災教育の必要性や実務的な知識・技術の普及啓発を行いました。 

  

関連事業・調査研究への協力に関する事業では、兵庫県等が主催する「ぼうさい甲子園」、

日本損害保険協会が主催する「ぼうさい探検隊マップコンクール」に協力しました。また、

防災教育の新たな分野を開拓し、「東京都パークマネジメントマスタープラン」で定める高

度防災都市・東京の実現に貢献するため、平成 28 年度からの都立公園指定管理業務に西武

造園株式会社を代表企業とする共同体で応募し、これを受託しました。 
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1. 総会開催状況 

 

開催回 開催年月日 会場 主な議案 

第 2 回 

定時 

2015 年 

6 月 24 日 

東京大学 

地震研究所 

第１号議案 平成 26 年度事業報告 

第２号議案 平成 26 年度収支報告 

第３号議案 平成 27 年度事業計画 

第４号議案 平成 27 年度収支計画 

 

2. 理事会開催状況 

 

開催回 開催年月日 会場・出席 主な議案 

第 4 回 

定例 

2016 年 

3 月 22 日 

ちよだプラット 

フォームスクエア 

 

出席理事 8 名 

・平成 28 年度事業計画について 

・平成 28 年度収支予算について 

・第 5 回定例理事会日程について 

・第 3 回定時総会について 

・その他、防災教育に関する意見交換 

 

3. 防災教育の国内外への普及に関する事業 

 

2015 年度の概要 

■ 学校・教育委員会等からの依頼に応じた講師派遣活動

を行った。防災教育チャレンジプラン実行委員会事務局

業務を行った。防災教育交流フォーラムを開催した。 

講師、委員等派遣活動 ・学校・教育委員会等からの依頼に対し、別添 1 のとおり

講師や委員を派遣し、防災教育の普及啓発等を行った。 

防災教育チャレンジプラン

実行委員会事務局業務 

・防災教育チャレンジプラン実行委員会事務局業務を株式

会社パスコから受託し、実践団体の支援等を行った。 

防災教育交流フォーラムの

企画・運営 

・別添 2 のとおり、2015 年 10 月 18 日(日)に防災教育交流

フォーラムを開催し、防災教育実践団体や防災教育に関

わる人材が交流する機会を設けた。 
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4. 防災教育教材・プログラムの開発、検証に関する事業 

 

2015 年度の概要 

■ 内閣府（防災担当）・防災教育チャレンジプラン実行委

員会が作成した『地域における防災教育の実践に関する

手引』の冊子を、地域や学校等における防災教育の実践

に関する研修等での教材として活用することを目的に、

公益財団法人日本法制学会の協力により作成・配布した。 

地域における防災教育の実

践に関する手引き冊子作成

の企画提案 

・冊子は弊会が提案し、公益財団法日本法制学会が 10,000 

部作成した。 

・うち平成 27 年度は 2,071 冊を希望者に配布した。 

講演・研修等での利用 ・教員研修等での講師派遣に際し、冊子の内容について説

明を行った。 

 

5. 防災教育に関する調査研究に関する事業 

 

2015 年度の概要 

■ 専門的な知見と科学的根拠に基づく防災教育の普及啓

発を目的に、常務理事及び事務局長が日本安全教育学会

に入会した。 

 

6. 防災教育指導者の育成支援に関する事業 

 

2015 年度の概要 ■ 防災教育実務者セミナー2015 を開催した。 

防災教育実務者セミナー

2015 

日時：2016 年 10 月 17 日(土) 09:30-11:45 

場所：東京臨海広域防災公園 

主催：一般社団法人防災教育普及協会 

共催：東京臨海広域防災公園管理センター 

   防災教育チャレンジプラン実行委員会 

協力：災害救援ボランティア推進委員会 

   効果的な防災訓練と防災啓発提唱会議 

   公益財団法人日本法制学会 

内容： 

09:30 開場・受け付け開始 

10:00 開講挨拶  

10:05 講義１『地域における防災教育実践の手引きの解説』 

講師：一般社団法人防災教育普及協会常務理事 

澤野 次郎 

10:30 講義２『アクティブ・ラーニングを促す防災教育授業例と教 

材体験』 
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講師：一般社団法人防災教育普及協会 事務局長 

宮﨑 賢哉 

11:30 質疑応答 

11:45 閉会 

参加者：15 名（関係者含む） 

 

 

7. 関連事業・調査研究への協力に関する事業 

 

2015 年度の概要 

■ ぼうさい甲子園、ぼうさい探検隊マップコンクール等、

防災教育の普及啓発に関わる関連事業に協力した。東京

都建設局の都立公園指定管理者公募に応募し、受託した。 

ぼうさい甲子園、ぼうさい探

検隊マップコンクールへの

協力 

・各事業の広報宣伝、普及啓発に協力した。 

都立公園の指定管理業務受

託 

・西武造園株式会社を代表企業とする共同体（西武・武蔵

野の公園パートナーズ、西武・狭山丘陵パートナーズ、

西武・多摩部の公園パートナーズ）を結成し、都立公園

の指定管理業務公募に応募、受託した。 

・受託した都立公園グループ及び各グループの事業計画に

ついては別添 3 のとおり。 

 

8. 事務局 

 

2016 年度の概要 

■ 組織運営の基盤を整備するため会費規程に基づく会費

請求と会員管理を行った。ホームページを整備し、新規入

会をホームページ上から行えるようにした。事業拡大に伴

う、常勤職員の採用事務を行った。 

1.会員の状況 平成 27 年度正会員数(入会意志のあった者) 

50 名 

 

うち平成 27 年度内新規入会申込者数 

9 名 

2.ホームページの整備 ・活動実績ページを追加。 

・入会申込ページを追加。 

3.常勤職員の採用事務 ・平成 28 年 4 月 1 日から常勤職員 1 名を雇用するため、

必要な事務を行った。 

 



【第 1号報告】 

 5 

9. 他機関との連携 

（学会・協会等） 

 日本安全教育学会 

 

（民間企業等） 

 西武造園株式会社 ※都立公園指定管理者共同体構成員 

 ミズノスポーツ株式会社 ※都立公園指定管理者共同体構成員 

 

（非営利団体等） 

 NPO 法人 Birth ※都立公園指定管理者共同体構成員 

 NPO 法人地域自然情報ネットワーク ※都立公園指定管理者共同体構成員 

 

（行政機関等） 

 東京都建設局、西部公園緑地事務所 

 

10. 別添資料 

別添 1 2015 年度活動実績一覧 

別添 2 2015 年度防災教育交流フォーラムのようす（防災教育チャレンジプラン HP） 

別添 3 都立公園指定管理業務受託に係る資料 


